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令和４香南市監査委員告示第７号 

 

 令和４年３月 24日付け 03香南監委発第 50 号、令４香南市監査委員告示第６号により公

表した定期監査結果報告書に基づき、措置を講じた旨の通知が香南市長及び香南市教育長

からあったので、地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 199 条第 14 項及び香南市監査基

準第 17 条の規定により、当該通知に係る事項を公表します。 

 

令和４年４月 25 日 

 

香南市監査委員 岩本 淳 

香南市監査委員 有岡 正博 
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令和３年度の定期監査（物品関係）の結果に基づき、講じた措置の状況は下記のとおり

です。 

※原文の内容を変更しない程度に、一部校正しています。 

 

記 

 

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容 

総  括 

市の財産である物品（備品）の管理と活用

については、適正な管理を行い、その活用目

的に応じて一層効果的、効率的に活用される

ことで、より的確な財政運営に資するよう期

待するものである。 

令和２年度に新庁舎へ全ての課が移転し

たが、備品については、備品登録の変更が一

部できていない状態である。 

新庁舎で使用するために令和元年度及び

２年度に新規購入した備品については、住宅

管財課が別で台帳管理を行っており、順次備

品登録を行っているが、件数が多く完了はし

ていない。 

備品の主管課である住宅管財課は、今後の

方針を決め、計画的に備品登録を進められた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜住宅管財課＞ 

令和元年度及び２年度に新規購入した新

庁舎用備品及び追加購入備品の登録につい

ては、件数が多いことから定期監査実施時ま

でに登録が完了しておりませんでしたが、令

和４年３月 31日の時点で、「ブラインド・カ

ーテン類」を除いて備品登録が完了していま

す。備品の表示である票箋は、香南市物品会

計規則第 12 条のとおり規定されており「添

付しておかなければならない」となっていま

すが、件数が多いことや形態上よりがたいも

のについては票箋を添付しないものとしま

す。カウンター・机類、移動書架、キャビネ

ット類、ブラインド・カーテン類については

一覧表を作成しており、レイアウトプランも

合わせて、リスト管理にて対応します。 

新庁舎移転の際に移動した備品の変更登

録については、新規購入品と同様に、管財係

で管理することとし、処分まで変更登録しな

い方針です。吉川庁舎等に保管中の既存備品

も同様の考え方で対応いたします。 

今後は、備品購入時に速やかに備品登録及

び票箋の表示を徹底してまいります。 
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今回の監査において、切手等の保管につい

ては、全ての課等で香南市物品会計規則（以

下「物品会計規則」という。）に則り、金庫

等で保管されてはいるが、受払簿への未記

入、未作成、修正テープの使用、文書取扱主

任の押印がないなど不適切な事務処理が見

受けられた。 

切手・印紙等の管理簿を何のために作成し

ているのか、切手・印紙等は金券であるとい

う職員の意識が、未だ低いと言わざるを得な

い状況であった。 

 また、印紙と証紙については物品会計規則 

で、特に厳重に保管しなければならないとさ

れており、在庫を保管している課は、切手と

は別に受払簿を作成し管理を行っている。し

かし、香南市文書事務規程（以下「文書事務

規程」という。）には印紙と証紙についての

記載がないため、切手と同時に印紙や証紙を

同日購入・払出しを行って在庫を持たない場

合において、受払簿に切手のみ記載をしてい

る課と印紙や証紙も切手と同様に記載をし

ている課など、課によって取扱いが異なって

いる。 

切手と同様に印紙や証紙は金券であるた 

め取扱いが異なるのは好ましくないと考え

る。文書事務規程の所管課である総務課と物

品会計規則の所管課である住宅管財課にお

いて、これらの取扱いについて協議を行い、

方向性が示されることを望むものである。 

平成30年度に総務課より「切手・はがき等

の管理について」通知をしているが、文書事

務規程には詳細は記載されておらず、その結

果、各課で受払簿や在庫枚数一覧表への記載

の仕方や取扱いが異なっている。監査結果を

踏まえ、総務課は事務処理方法の統一化が図

られるよう周知を行い、全職員が正しい認識

＜住宅管財課＞ 

文書事務規程では、第７条で切手及びはが

きについての規定はありますが、印紙及び証

紙に関する規定はありません。 

物品会計規則におきましても、第８条で物

品の検収について、第 11条及び第 12 条で物

品の保管について規定されていますが、受払

簿の作成に関する規定はありません。検収調

書を購入履歴等の記録に代えることが可能

とも考えますが、第８条第４項において 30

万円を超えない契約に係る検収については、

検収調書の作成を省略することができると

なっており、ほとんどの場合で検収調書が省

略されていると考えられます。 

以上のように印紙及び証紙の受払簿の作

成等について規定されたものはなく、各課独

自の判断により受払簿を作成し処理を行っ

ている状況です。そのため、運用上誤りでは

ありませんが、同じ金券であっても取扱いに

差異が生じていることとなっています。 

 今回の指摘を受け、関係課である総務課、

会計課、住宅管財課３課で協議の場を設け、

物品会計規則第８条への「切手、印紙、証紙、

給油伝票等の金券に関する受払簿の規定の

追加」についてと「金券を購入した際の検収

調書省略印の押印」等の実務について検討を

行いました。 

 今後とも協議を継続し検討を進めるとと

もに、課によって取扱いが違わないよう適切

な管理に努めます。 

 

＜総務課＞ 

平成29年度に総務課より通知を行った「切

手・はがき等の管理について」も踏まえ、今

回の監査において作成をしたＱ＆Ａ及び受

払簿の記入例といった、受払簿の記載の方
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を持って、適切な切手等の管理を行うよう指

導されたい。 

 

法、取扱いなどの詳細について、職員向けイ

ンフォメーション等により周知を行い、事務

処理方法の統一化が図られるよう指導を行

ってまいります。 

 

 


